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１．⾃治体との意⾒交換会

 ⾃治体との意⾒交換会を年度内に２回開催。
(平成30年12⽉27⽇/平成31年３⽉12⽇）

 参加⾃治体は年末時点の24⾃治体から45⾃治体まで拡⼤。

意⾒交換に参加表明のあった⾃治体（45⾃治体）※下線:新たな参加⾃治体

⻘森県、岩⼿県、宮城県、秋⽥県、⼭形県、福島県、茨城県、栃⽊県、群⾺県、
埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富⼭県、⽯川県、福井県、⼭梨県、
⻑野県、岐⾩県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、⼤阪府、兵庫県、
奈良県、和歌⼭県、⿃取県、島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県、徳島県、⾹川県、
愛媛県、⾼知県、福岡県、⻑崎県、熊本県、⼤分県、宮崎県、⿅児島県、沖縄県

※⽇程の都合等もあり、３⽉12⽇に参加した⾃治体は41⾃治体
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① デジタル⼿続法案の概要について
② 補助⾦申請システムの画⾯イメージについて
③ 補助⾦申請システムに係るBPRの取組について

第2回意⾒交換会の議題



２．主な意⾒等
 年明け以降、関⼼を有する⾃治体への直接訪問等を実施。直接訪問や第２回

の意⾒交換会における⾃治体側からの主な意⾒は以下のとおり。

直接訪問・意⾒交換会における主な意⾒等

○補助⾦申請システムの導⼊に際しての課題
・補助⾦の申請件数が少ないので費⽤対効果の⾯で検討が必要。
・事業者のITリテラシーに差が⼤きい。事業者によっては、スキャナーの導⼊等の費⽤負担が発⽣。
・⾃治体の既存業務システムとの接続。
・補助⾦申請システムの導⼊に際して、補助⾦交付要綱や⽂書管理規定などの⾒直しが必要。
・システムを通じて得られた事業者データ（ビッグデータ）を、施策⽴案に有効活⽤することが重要。
※下線は前回ＷＧ以降に新たに得られた意⾒。
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○今後のスケジュール
・４⽉中旬︓FS調査への参加⾃治体のとりまとめ（対象補助⾦を選定）
・５⽉ ︓FS調査に参加する⾃治体に対して説明会を開催
・６⽉ ︓FS調査開始



A補助⾦:
〇〇省

【参考】補助⾦申請システムの導⼊のイメージ
 ⼀度⼊⼒したデータは前回情報から⾃動転記（ワンスオンリー）されるため事業者の負担が減る。
 ⾏政は、申請時の記載事項等に漏れがあれば事業者にアラートを発出することができ、⼿間の削減に。
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